
 

令和８年度 第１回 横浜市地域公共交通活性化協議会 会議録 

 

日  時 令和８年６月 22 日（月）10:30～12:00 

開催場所 横浜市役所 18 階会議室 みなと１・２・３ 

出 席 者 中村委員、小田部委員、宮原委員、国分氏（関委員代理）、廣脇委員、関上

委員、大野委員、市野委員、藤本委員、西村委員、安藤氏（平田委員代理）、

金子委員、桐山委員、田辺委員、清水委員、奈良氏（髙木委員代理）、松村委

員、片山委員、寺井委員、古性委員、村田委員、松井委員 

欠 席 者 ― 

議  題 １ 地域公共交通計画に基づく令和７年度評価（追加報告）  

 

２ 地域公共交通計画の令和８年度の主な取組について 

（１）地域公共交通を守る 

・バス運転士の確保策の推進 

（２）地域公共交通を増やす 

・横浜市みんなのおでかけ交通事業 

（３）地域公共交通を使う 

・新たな交通サービスの創出 

・移動実態データ等を活用した移動需要の把握と共有 



議題１ 地域公共交通計画に基づく令和７年度評価（追加報告）  

議題２ 地域公共交通計画の令和８年度の主な取組について 

（議題１、２について説明後、まとめて質疑を行った。） 

清水委員 菊名おでかけバスは、今年度から、みんなのおでかけ交通事業の支援を

受けることとなった。これまで地域の協力により車両を確保してきたが、

それが困難となり、昨年度も様々な検討を行ったものの解決には至らなか

った。そのような経緯から、今回、横浜市に支援をお願いすることとなっ

た。 

一方で、週 1 回の運行に対して公費を投入することについては課題意識

を持っており、地域でより有効に活用できる方法を模索している。この点

については、様々な事情がある中で容易ではないことは認識している。 

現在、子育て支援団体からは、車両不足により親子の移動が困難である

との課題が寄せられている。本事業で導入される車両を地域活動に幅広く

活用することで、さらなる地域支援につながるのではないか。 

国においても、輸送資源のフル活用が重視されており、様々な活用事例

が示されている。こうした動向も踏まえ、横浜市においても、本車両を地

域資源としてどのように活用できるかについて、今後一緒に検討してほし

い。 

中村委員 補助制度の財源や運用ルールにより、用途や運行範囲に一定の制限が課

されており、柔軟な活用が難しい現状もあると認識している。 

しかし、こうした制約についても、一定の見直しや運用上の工夫を行う

ことで、活用の幅を広げられる可能性があると考えている。これまで各地

の事例を見ても、関係者による調整や制度運用の工夫によって、新たな活

用方法が実現したケースもある。 

具体的な活用方法については、現場で活動する地域団体、市役所の担当

部署、関係部局が連携しながら検討していくことが重要である。また、制

度や法令上の制約がある場合には、その解釈や運用の見直し、他自治体の

先行事例の調査などを通じて、課題解決の方策を探ることも有効であると

考える。 

市においては、まず実際の運用状況をモニタリングしながら利用実態を

把握し、その上で車両のさらなる活用可能性について検討を進めていくこ

とが望ましい。 

宮原委員 バス運転士数の充足率について、定員数を令和 6 年度の 5,403 人として

いるが、必要とされる定員数は年度ごとに変化する可能性があり、また、

駅まで 15 分達成人口割合で示されたように、路線の見直しや時間帯ごと



の運行便数の調整など、運行計画の変更によって必要となる運転士数自体

も変動するのではないかと考えられる。 

この点について、充足率や定員数の考え方の補足説明をお願いしたい。 

事務局 バス運転士の充足率は、令和 6 年時点の水準を維持することを前提とし

て制度設計している。各事業者の採用状況は社会状況などを受けて変動す

るが、令和 6 年度の定員数 5,403 人に対して、現在の確保状況を確認する

指標として設定している。 

松井委員 定員数の扱いについて補足する。各事業者に採用状況等を確認する中で、

近年の厳しい採用状況を踏まえ、実際の運転士数が増加していないにもか

かわらず、定員数が減少することで見かけ上充足率のみが上昇する状況が

生じ得ることが分かった。本来、充足率の向上は人員確保の成果を示すも

のであるが、定員削減によって数値上のみ改善して見えることは、指標の

趣旨と乖離する結果となる。 

このため、令和 6 年度の定員数に固定し、分母を変動させないことで、

実際の運転士数の動きに着目し、より適切に状況を評価できるようにした。 

事務局 駅まで 15 分達成人口割合関係について補足する。 

本市としてはまず、地域公共交通計画に掲載している公共交通圏域図に

より、いわゆる交通空白地の有無を確認している。そして、交通空白地に

ついては、新たな交通手段の導入を進めていくという考え方で取り組んで

いる。 

一方で、公共交通圏域となるエリアについても、単に路線が存在するだ

けで十分とは考えていない。現行の整理では、バスが 1 本でも運行してい

れば対象エリアは公共交通圏域として扱われるが、サービスの充実度につ

いても把握する必要があると考えている。 

そのため、こうしたサービス水準を測る指標として、「15 分圏域の達成

人口割合」を用いて評価を行っている。「15 分圏域の達成人口割合」につ

いては、特に通勤・通学など需要が集中する時間帯に着目し、15 分以内に

駅に到達できる人口の割合を確認することで、利便性の実態を把握するも

のである。 

中村委員 重要なのは、こうした数値の変動そのものではなく、実際に地域住民が

どの程度不便を感じているのか、また、その状況が悪化しているのかとい

った実態であると考えている。そのため、個々のエリアの状況については、

個別に丁寧な判断を行っていく必要がある。 

 

 



小田部委員 「駅まで 15 分圏域の達成人口割合」について、移動手段は徒歩のみでは

なく、バスなどの公共交通を利用した場合の移動時間も含めて算定してい

るのか。具体的な算定方法について説明いただきたい。 

また、公共交通圏域図と「駅まで 15 分圏域の達成人口割合」の図を比較

すると、圏域内を示す着色部分と圏域外を示す白色部分に差異が見られる。  

この違いが生じる理由についても説明いただきたい。 

事務局 「駅まで 15 分圏域の達成人口割合」の図は、徒歩のみで駅まで 15 分で

到達できる範囲と、徒歩とバス利用により駅まで 15 分で到達できる範囲

を着色している。バス利用の場合は、自宅から最寄りバス停までの徒歩時

間と、バス停から駅までの所要時間を合算し、15 分以内で到達可能な範囲

を対象としている。 

その上で、着色範囲内に居住する人口を国勢調査データから抽出し、市

全体の人口に対する割合として「駅まで 15 分圏域の達成人口割合」を算出

している。 

一方、公共交通圏域図は、鉄道駅から道路距離 800m 以内、バス停から

300m 以内の範囲を基準としており、坂道等による移動速度の低下も考慮し

て設定している。この指標は、公共交通への物理的なアクセスのしやすさ、

つまり「交通が存在するかどうか」を示すものである。 

これに対し、「駅まで 15 分圏域の達成人口割合」は、単に交通が存在す

るだけでなく、朝の通勤・通学時間帯に駅へ 15 分以内で到達できるかどう

かを評価する指標であり、両者は評価の観点が異なる。 

そのため、公共交通圏域図では圏域内とされるエリアであっても、時間

帯によって十分な運行が確保されていない場合には、駅まで 15 分圏域と

しては対象外となることがある。例えば、朝 7 時から 8 時台に駅へ到達で

きる便がない場合、公共交通圏域図では圏域内であっても、駅まで 15 分圏

域では圏域外となる。 

また、公共交通圏域図では坂道による速度低下の考慮に加え、急勾配の

道路をアクセス経路として扱わないなど、より精緻な条件設定を行ってい

るが、駅まで 15 分圏域ではこうした条件は設定していない。 

このように、両者は算定の前提や手法が異なるため、示されるエリアや

数値に差異が生じる。具体的な差分の要因については地域ごとに詳細な分

析が必要であり、一概に特定することは難しいが、こうした算定手法の違

いが背景にある。 

 

 



中村委員 横浜市の特性として、丘陵地による高低差が存在し、そうした地域に居

住する方々の高齢化に伴い、移動に課題が生じていることは認識している。 

このような実態を踏まえると、道路勾配等を考慮して作成された公共交

通圏域図をベースに評価を行うことが望ましいのではないか。その上で、

どのエリアにどのような課題があるのかを議論していくことが重要である

と考える。 

手間や予算の課題はあると思うが、評価の基盤となる図が重要である以

上、どの図をベースに検討を行うのかについては整理が必要ではないか。 

事務局 「15 分圏域の達成人口割合」の指標は、従来から継続的に用いてきたも

のであり、計画策定時には過去との比較ができることを重視し、算定方法

の変更はしなかった。 

一方で、今回の作業を通じて、ご指摘の部分や、通勤・通学時間帯とし

て設定している 7 時～8 時という条件が、現在の実態に必ずしも適合して

いない可能性も認識した。コロナ禍以降、働き方や通勤時間帯が多様化し

ており、指標の前提条件自体について見直しが必要ではないかと考えてい

る。 

次期地域公共交通計画の策定に向けた検討の中で見直しを行うのか、あ

るいは次回の指標提示の段階で、より精緻な算定結果を併せて示すのかも

含め、今後検討していきたい。 

中村委員 

 

実際に作業を進める中で生じた違和感や気づきは、現場で手を動かした

からこそ得られたものであり、重要な知見であると考える。市民の課題を

より適切に反映する方法や、他の図との整合について気づきがあれば、適

宜見直しに反映していくことが望ましい。 

通勤時間帯についても、従来は 7 時台から 8 時台を前提としていたが、

在宅勤務の増加や高齢者・子育て世帯の移動ニーズを踏まえると、駅まで

のアクセスを通勤のみの視点で評価することの妥当性についても再検討の

余地があると考える。 

事務局においては、これらの課題への対応について検討を進め、状況を

報告いただきたい。 

大野委員 おでかけシャトルにおける回数券 IC カードの機能を敬老パスに統合す

る取組について、いつ頃から開始する予定なのか。 

事務局 8 月から新たに運行を開始する地区があるため、まずは当該地区での導

入に向けて、運行事業者や地域との調整を進めている。 

昨年度から運行している地区については、運用変更に伴う利用者への影

響を考慮する必要があるため、一定の周知期間を設けることを前提として



いる。 

そのため、地域や運行事業者と十分に調整を行った上で、適切なタイミ

ングで新たな運用へ移行していく予定である。 

田辺委員 「バスの魅力発信イベント」及び「合同会社説明会」について、来場者

数やブース来訪者数などの実績を伺いたい。 

また、可能であれば、それらが採用につながった事例の有無についても

説明いただきたい。 

あわせて、実施を通じて認識した課題についても伺いたい。 

また、計画の施策 3「利用促進・外出促進」について、今年度特に注力す

る取組や、新たに重点的に進めている施策があれば紹介いただきたい。 

事務局 昨年度のイベント来場者数については、概ね 100 名以上が参加したと認

識している。 

会社説明会等の実施がどの程度採用に結びついたかについては、事業者

と連携して把握に努めているものの、採用結果までの追跡はできていない

状況である。 

一方で、参加者からは「業務内容への理解が深まった」「関心を持つきっ

かけになった」といった声が寄せられており、会社説明会として一定の効

果はあったと考えている。 

採用への具体的な結びつきについては今後の課題であり、可能な範囲で

確認していきたい。 

関上委員 バス協会から補足する。第１部では、採用説明会に直接つなげる形式で

はなく、現役ドライバーによる座談会や新人社員による講演などを実施し

た。参加者は約 100 名程度であった。 

これらの参加者がそのまま第 2 部の乗務員募集説明会へ参加することを

期待していたが、実際の参加者は約 30～40 名程度にとどまった。 

参考として、バス協会主催の乗務員募集説明会では、来場者の約 20％が

採用面接に進み、そのうち約 20％が採用に至る傾向がある。 

ただし、1 人の応募者が複数の事業者の選考を受けるケースも多く、特

定の説明会がどの程度採用に結びついたかを正確に把握することは難し

い。 

また、事業者側としても採用結果の詳細な共有には難しさがあり、説明

会ごとの採用成果を直接把握することについては課題があると認識してい

る。今後は、可能な範囲で把握方法について検討していく必要がある。 

 

 



事務局 施策 3「利用促進・外出促進」については、新規・拡充の取組はないが、

昨年度からの取組を継続して推進していく方針である。 

「モビリティ・マネジメントの実施」として、小学校に職員が出向き、

身近な交通・移動に関する理解促進を目的とした授業を実施している。交

通に加え、環境や福祉の視点も取り入れた内容としており、今年度は 10 校

程度の実施を予定している。 

「あらゆる世代の外出促進」については、敬老パスを地域公共交通に適

用する取組を進めている。今年度新たに導入するおでかけシャトルについ

ても、敬老パス及び特別乗車券等を適用する予定である。 

「バリアフリー対応車両の導入及び周知啓発」については、ノンステッ

プバスや UD タクシーの導入支援に係る補助制度を継続するとともに、UD

車両の乗車体験会についても引き続き実施する予定である。 

松村委員 健康福祉局としては、特に敬老パスの地域公共交通への適用について、

引き続き重点的に取り組んでいく方針である。 

中村委員 各施策について様々な取組が実施されていることは理解できたが、評価

の観点としてはアウトプットにとどまっている印象がある。 

モビリティ・マネジメントについては、それによって自家用車の利用行

動が見直されたかどうかが成果として問われるべきである。また、外出促

進についても、実際に外出する人が増えたかどうかが重要な指標になると

考える。 

バリアフリー対応についても、車いす利用者や高齢者、子育て世帯がど

の程度外出しやすくなったのか、利用が拡大したのかといった点まで把握

することが重要である。 

学校教育におけるモビリティ・マネジメントについても、単に授業を実

施するだけでなく、子どもたちの環境意識の変化や具体的な行動変容につ

ながったかといった成果が可視化されることが望ましい。 

外出促進策については、障害者、高齢者、子育て世帯など、それぞれの

対象者の外出行動がどのように変化したのかについて、パーソントリップ

調査などを活用しながら継続的に把握することも可能ではないかと考え

る。 

また、定量的なデータだけでなく、利用者団体等からの意見を通じて、

外出意欲や満足度の変化を把握することも有効である。 

小田部委員 施策１「バスネットワークの維持」において、「バス路線の再編・効率化」

が掲げられているが、この施策を具体的に検討・実行していく上では、客

観的なデータの把握が重要であると考える。 



その観点から、事業者別のバス路線数、利用者数、乗務員数などの基礎

データについて、市として一元的に把握しているのか伺いたい。 

寺井委員 事業者ごとの詳細なデータについては、市が直接すべてを取得している

わけではなく、基本的には各バス事業者からの情報提供により把握してい

る。 

ただし、これらのデータは営業に関わる情報でもあるため、市として必

要な情報については、事業者と連携しながら適宜把握している。 

一方で、すべての路線について乗客数や運行実態を網羅的に把握できて

いるわけではない。 

今後は、バス事業者との連携を強化し、可能な範囲でより多くの情報を

収集しながら、利用者の少ない路線の見直しや、需要の高い路線の増便な

どを検討したい。 

限られた運転士の中で効率的な運行を実現するためにも、データに基づ

いた最適な路線配置を検討していく必要があると認識している。 

小田部委員 前回の協議会（令和８年３月 25 日）において、朝の通勤時間帯に混雑や

乗りこぼしが発生している本牧地域を例に確認した際、行政としての状況

把握が十分ではない面もあると感じた。 

このような現場の状況についても、交通政策を所管する部署として把握

していくことが重要であると考える。 

寺井委員 市としては、営業に関するデータを直接入手できる立場にはないため、

引き続き交通事業者に対し、情報提供への協力を依頼していく。 

中村委員 少なくとも、乗車できないといった混雑の発生など、具体的な課題が顕

在化している箇所については、積極的にデータを活用していくことが重要

であると考える。 

その際、データの「共有」と「公開」は区別して考える必要がある。市

と運行事業者の間では、課題解決に必要なデータを共有し、分析や検討を

進めるべきである。 

一方、本会議においては、課題の内容や対応策を説明するために必要な

範囲でデータを提示することが望ましい。 

関上委員 神奈川県全体としての傾向は把握しているものの、個別地域ごとにどの

程度まで詳細に把握すべきかについては、実際に課題が顕在化している箇

所や懸念がある箇所を中心に、必要な範囲で把握・分析していくことが重

要であると考えている。 

 

 



清水委員 UD 車両への補助が増えることで、車いす利用者などの外出機会の増加に

つながっているのかという観点は重要であると認識している。 

福祉有償運送の推進に加え、外出が困難な方々が実際に外出しやすい環

境を整備することを重視しており、タクシー事業者とも連携して取組を進

めている。 

一方で、UD 車両を多数保有していても、実際に車いす対応が可能な車両

は一部に限られており、対応可能な運転士も数人に限られている場合があ

る。このような実態についても、データとして把握・可視化することが重

要である。 

また、車いす対応車両の拡充を進めるのであれば、福祉有償運送に対す

る補助についても検討してほしい。 

中村委員 タクシー事業者の運転士育成に対して、より支援を充実させる余地はあ

るかもしれない。 

一方で、最も重要なのは、お出かけを諦めている人たちを支え、必要な

移動手段を確保することであり、その実現に向けて取り組んでいくことが

大切である。 

大野委員 単に UD 車両を導入するだけでなく、障害者割引の利用件数などを把握

することで、実際にどの程度利用に結びついているのかを評価していくこ

とが重要であると認識している。 

業界としても、障害者割引の利用実績等を把握しながら、実態に基づい

た評価を行う方向で取り組んでいる。 

また、デマンド型自動運転の実証実験について、資料では交通空白地で

の活用が示されているが、採算性に課題がある場合には、現在のおでかけ

シャトルの運行経費との比較や、コスト構造上の課題についても整理する

必要があると考える。現在の考えを説明してほしい。 

今後の交通空白地での早期実用化に向けて、課題認識を共有するための

情報交換の機会を設けていただきたい。 

松井委員 従来はプログラムにより個別事象へ対応する方式が主流であったが、現

在は AI を活用したシステム開発が進んでいる。一定程度汎用性の高いシ

ステムが確立されれば、都心臨海部での取組を他地区へ展開できる可能性

があると考えている。 

一方で、コスト面については、現時点では国の補助金を活用しながら実

証を進めている段階であり、依然として高コストな構造となっている。 

将来的には、導入規模の拡大によるスケールメリットによりコスト低減

が期待されるものの、現時点では人件費より安価に運用できる状況には至



っていない。 

市としては、自動運転技術の活用により、人手不足などにより対応が困

難であった交通空白地の課題解決につながることを期待しており、将来的

な社会実装を目指して今年度も関係事業者と連携しながら取組を進めてい

く。実現に向けたタクシー業界の意欲は大変ありがたい。是非、調整・連

携していきたい。 

中村委員 自動運転を取り巻く状況は急速に変化しており、常に最新の動向を把握

しながら、何が可能なのかを継続的に検討していく必要がある。 

海外においても導入が進む事例がある一方で、停滞している事例も見ら

れるなど状況は一様ではなく、断片的な情報も多いため、継続的な情報収

集と分析が重要である。 

タクシー業界は本分野における重要な関係者であることから、今後の検

討においても密接に連携しながら議論を深めていく必要がある。 

地域公共交通計画への掲載に関する情報共有については、書面による対

応だけでなく、対面や会議形式で共有・議論を行うことも有効であると考

える。 

具体的な対応方法については事務局と調整の上、適切な形で進めるとと

もに、計画への掲載についても所定の手続きを踏まえて対応していきたい。 

宮原委員 利用者の立場から見ると、運転士が適正に確保され、安全・安心に利用

できる環境が維持されることが最も重要であると考える。 

一方で、事業者にとっては、限られた人員の中で運行効率を高めるため、

路線の見直しや再編が必要となることも理解している。 

そのため、指標の設定や数値の捉え方によっては、評価の見え方が変わ

る可能性があると認識している。 

充足率の確保を前提としつつも、各時点の実績を適切に評価し、安定し

た運行体制を維持することで、利用者の利便性やサービスの向上につなげ

ていくことが重要である。 

中村委員 近年は働き方の多様化が進み、採用のあり方や応募手法も含め、従来と

は大きく状況が変化している。 

そのような中で重要なのは、地域住民が必要な移動手段を確保できてい

るかどうかである。 

その観点では、現行のバス路線をすべて維持することが必ずしも最適と

は限らず、状況に応じて見直しが必要となる場合もあると考える。 

一方で、横浜市のように人口密度が比較的高く、年齢構成も多様な地域

においては、バスが果たす役割は依然として大きい。 



事業者は民間事業者であることから、過度な負担を強いることなく、そ

の成果が地域に還元される形が望ましい。 

このため、評価指標の設定や見方については、今後も継続的に議論を重

ねるとともに、計画期間中であっても必要に応じて見直しを行いながら、

より実態に即した内容へ改善していきたい。 

 


